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柏崎刈羽原発７号機再稼働に対しての緊急抗議打電について
　

日頃のご健闘に対し心からの敬意を表します。

さて、５月７日、泉田裕彦新潟県知事は、柏崎刈羽原発７号機の運転再開を認める考えを示しました。東電はこれを受けて、本日にも原子炉の起動試験を始め、その後、６月下旬から７月上旬ごろ営業運転へと移ろうとしています。

すでに、７号機を巡っては、国や柏崎市と刈羽村の両首長も早々に運転再開を容認する考えを打ち出しました。一方県は、独自の技術委員会で安全性を検討してきましたが、３月１８日に代谷誠治座長（京大原子炉実験所長）が私案をまとめ、強引に反対意見や慎重意見を押さえ込み、運転再開を了承し、これを受けた泉田県知事も、昨日運転再開を容認する暴挙を行いました。

県の技術小委員会では、活断層の問題や再循環ポンプモーターケーシングの問題、塑性変形の問題などが多くの問題点が指摘されていました。さらに度重なる発電所内での火災やタービン建屋の耐震設計ミスなど、組織としての「劣化」や「緩み」も批判されています。県民への不安は拭い切れていないのが現状です。それにもかかわらず、知事が運転再開の判断を行ったことは、新潟県民の安全や意向を無視し、国や事業者に追随するものであり断じて容認できるものではありません。

　中越沖地震は、震災と原発災害が同時に襲う可能性を、あらためて私たちに示しました。耐震問題では、近い将来（３０年以内）に震度６以上の大地震が発生する確率が高い東海地震の震源域の真ん中に建つ浜岡原発、六ヶ所再処理工場やもんじゅ、島根や志賀（石川県）などの各地の原発などで活断層と地震の問題が出ています。地震列島日本は、いま活動期でもあります。最悪の事態を引き起こす前に、原発を早急に停止することが重要です。

県民の合意がなく、安全性も確保されていない中、容認を示した県と運転再開を進める東電に対して、下記の抗議打電を実施しますので積極的な取り組みをお願いいたします。
記
１．あて先　　下記の宛先にＦＡＸ、レタックス、電報等にて要請文の集中を願います。

（１）新潟県知事　泉田　裕彦　宛
　　住所　　　〒９５０－８５１０　新潟市中央区新光町４番１
　　FAX　　　０２５－２８０－５０７４

　　　Ｅメール　新潟県知事公式ＨＰ（http://chiji.pref.niigata.jp/）　の左横

「知事へのたより」をクリック　　
（２）東京電力株式会社　取締役社長　清水　正孝　宛
　　住所　　　〒１００－８５６０　東京都千代田区内幸町１丁目１番３号
　　FAX　　　０３－３５９６－８５３９
　　　Ｅメール　東京電力ＨＰ（http://www.tepco.co.jp/index-j.html）の上にある

　　　　　　　　「問い合わせ」をクリック、右下の「エコーボックス」をクリック　
（３）東京電力柏崎刈羽原子力発電所　所長　高橋　明男　宛
　　住所　　　〒９４５－８６０１　柏崎市青山町１６−４６
　　FAX　　　０２５７－４５－５０１２
　　　Ｅメール　柏崎刈羽原子力発電所ＨＰ（http://www.tepco.co.jp/nu/kk-np/index-j.html）

　　　　　　　　の左下にある「お問い合わせ」をクリック
２．文例（例文）　【例文を参考にしてください】　
（１）新潟県知事宛
· 耐震の懸念を残したままの柏崎刈羽原発７号機の「運転再開同意」を撤回しろ。

· 原発周辺に新たな活断層が存在する可能性があるとの指摘もあり、徹底した地震や地質・地盤の研究を進め、拙速な「運転再開同意」を撤回しろ。

· 県民の安心・安全を優先に考え、安易な運転再開を認めるな。地域住民への説明責任をはたせ。「運転再開同意」を撤回しろ。

（２）東京電力宛
· 耐震の懸念を残したままの柏崎刈羽原発７号機の運転再開をするな。

· 原発周辺に新たな活断層が存在する可能性があるとの指摘もあり、徹底した地震や地質・地盤の研究を進め、拙速な運転再開をするな。

· 県民の安心・安全を優先に考え、安易な運転再開をするな。地域住民や県民。国民への説明責任をはたせ。
３．取組期間　　　2009年５月15日（金）までとします。

	ＦＡＸ：０１１－７００－２０５３（道本部政治部　小檜山・佐々木）
「柏崎刈羽原発７号機再稼働」に対しての緊急打電行動報告
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【資料】

1． 新潟日報2009年5月7日付け
　　●原発７号機あすにも運転再開
　　泉田裕彦知事は７日午前、県議会全員協議会で東京電力柏崎刈羽原発７号機の運転再開に「同意する」と表明した。７号機は事実上の運転再開に当たる起動試験に入ることが確定。中越沖地震が発生した2007年７月16日以降、全号機が停止していた同原発で初めて原子炉が起動する。
　　県は８日に東電の関係者を県庁に呼び、正式に運転再開に同意することを伝える。それを受け、東電は同日中にも７号機の起動試験に入る。７号機の運転再開については、既に会田洋柏崎市長、品田宏夫刈羽村長が容認を表明しており、知事の最終判断が焦点になっていた。

　　知事は運転再開への同意を表明する一方、起動試験から営業運転に移行する間に、県技術委員会から安全性を確認してもらうとの条件を付けた。全員協終了後、知事は報道陣に対し、「トラブルがあれば同意は撤回する」との考えを示した。トラブルの定義は「県技術委に判断してもらう」とした。

　　また、残る六基の運転再開問題については「県民の安全第一が前提。（７号機と）同じプロセスを経るかは、特に決めていない」とした。

　　知事は全員協で、国や県技術委が「７号機の耐震安全性は確保されている」と評価した経緯を説明。自身が４月30日に同原発を視察した結果、「最大級の地震を想定し、対応が取られていると理解した」とした。エネルギー資源に乏しい日本の現状を踏まえ、「当面は原発と共生せざるを得ない」とも述べた。
　　東電は７日、「（知事の）同意表明を真摯（しんし）に受け止め、今後も引き続き、安全を最優先にしっかりと取り組んでいく」とのコメントを発表した。
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